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１ 運転営業開始までの経過

（１）　１　号　機

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和45年５月29日 第52回電源開発調整審議会において電源開発基本計画に組み入れられる

10月20日 敷地造成、岸壁、護岸などの海上工事に着手

12月10日 内閣総理大臣が原子炉設置について許可及び通産大臣が電気工作物変更について許可

46年１月１日 玄海発電所建設所開設

３月12日 本館基礎掘削工事に着手

３月16日 起工式

９月９日 本館基礎掘削工事を終り通産省基盤検査終了

９月15日 原子炉建屋、原子炉補助建屋及びタービン建屋工事着工

47年１月５日 原子炉格納容器現場据付開始

６月23日 タービン建屋鉄骨建方開始

９月22日 原子炉格納容器使用前検査（耐圧漏洩）終了

12月22日 貯水池ダムの貯水開始

48年２月17日 貯水池ダム10トン貯水開始

４月14日 展示館開館式挙行

６月24日 復水器据付開始

７月６日 屋内開閉所建屋竣工

７月30日 取水路及び取水ピット工事竣工

８月24日 原子炉格納容器外周コンクリート壁完成

９月７日 原子炉圧力容器水切

９月18日 原子炉圧力容器据付開始

10月４日 タービン発動機据付開始

10月９日 本事務所竣工

11月３日 6.6 kＶ受電

12月６日 １次系配管フラッシング開始

49年１月22日 補機試運転開始

４月20日 主変圧器（590ＭＶＡ）据付工事終了

４月23日 固体廃棄物貯蔵庫新築工事着工

４月24日 220 kＶ受電

６月５日 機能試験開始

６月21日 初装荷用燃料入荷開始

７月11日 タービン発電機据付終了

８月３日 初装荷用燃料入荷完了

９月７日 原子炉格納容器漏洩率試験終了

11月12日 原子炉格納施設、原子炉補助建屋及びタービン建屋竣工
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　（続　き）

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和49年11月25日 固体廃棄物貯蔵庫竣工

12月12日 中性子源入荷

12月26日 燃料装荷完了

12月31日 原子炉上部炉内構造物及び原子炉容器蓋取付終了

50年１月28日 初臨界

２月14日 初併列（負荷60ＭＷ）

２月27日 負荷35％（195ＭＷ）到達

３月８日 負荷50％（280ＭＷ）到達

４月11日 負荷75％（420ＭＷ）到達

５月21日 負荷90％（503ＭＷ）到達

６月10日 蒸気発生器漏洩故障停止

９月５日 再併列

９月20日 負荷100％（559ＭＷ）到達

10月15日 全ての使用前検査に合格、合格書受領、営業運転開始

平成６年５月22日 第15回定期検査において、蒸気発生器を取替

～

11月29日
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（２）　２　号　機

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和49年７月４日 第65回電源開発調整審議会において電源開発基本計画に組み入れられる

51年１月23日 内閣総理大臣が原子炉設置について許可及び通産大臣が電気工作物変更について許可

５月12日 通産大臣が第１回工事計画について認可

６月11日 佐賀県から建築物確認通知書受領

６月12日 本館基礎掘削工事の着手

52年２月１日 基盤検査終了

原子炉基礎コンクリート工事開始

５月11日 原子炉格納容器据付開始

９月28日 タービン建屋鉄骨建方開始

53年１月27日 原子炉格納容器耐圧試験終了

８月14日 復水器組立開始

９月27日 原子炉容器水切

10月４日 タービン本体据付開始

10月18日 原子炉容器据付開始

11月１日 １次系配管フラッシング開始

11月10日 6.6 kＶ受電

54年６月13日 主変圧器据付終了

７月27日 １次冷却系統水圧試験

９月18日 温態機能試験開始

９月21日 初装荷用燃料入荷開始

10月８日 原子炉格納容器漏洩率試験終了

12月26日 中性子源入荷

55年１月23日 原子炉格納施設、原子炉補助建屋、タービン建屋竣工

４月６日 燃料装荷終了

５月21日 初臨界

６月３日 初併列

６月11日 30％負荷到達（168ＭＷ）

６月26日 50％負荷到達（280ＭＷ）

８月６日 75％負荷到達（420ＭＷ）

９月18日 90％負荷到達（503ＭＷ）

56年１月７日 100％負荷到達（559ＭＷ）

３月30日 使用承認証受理、通常運転開始

平成13年３月16日 第16回定期検査において蒸気発生器を取替

～

10月16日
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（３）　３　号　機

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和53年12月25日 九州電力㈱、県及び玄海町に３、４号機増設計画について申し入れ

57年７月16日 通産省、第１次公開ヒアリングの開催

９月14日 増設計画申し入れに対して県了解

９月21日 第89回電源開発調整審議会において電源開発基本計画に組み入れられる旨の決定

10月19日 九州電力㈱、原子炉設置変更許可申請

58年11月30日 通産省、原子力委員会及び原子力安全委員会への諮問

59年６月18日 原子力安全委員会、第２次公開ヒアリング開催

６月20日 ３、４号機建設に係る建設協定を締結

６月22日 九州電力㈱、準備工事着工

10月４日 原子力安全委員会、通産省へ答申

10月５日 原子力委員会、通産省へ答申

10月12日 通産大臣が原子炉設置変更について許可

10月19日 通産大臣が電気工作物変更について許可

10月25日 九州電力㈱、工事計画認可申請

60年３月８日 通産大臣が第１回工事計画について認可

８月20日 九州電力㈱、建設工事着工

63年６月１日 基礎コンクリート工事開始

平成元年３月２日 原子炉格納容器建方開始

11月28日 タービン建屋鉄骨建方開始

３年９月21日 復水器据付開始

11月18日 原子炉格納容器水切

11月25日 原子炉格納容器据付開始

12月12日 タービン発電機据付開始

４年１月24日 220 kＶ受電

２月３日 １次系配管フラッシング開始

２月21日 蒸気発生器据付終了

５月22日 主変圧器据付終了

11月25日 機能試験開始

５年２月11日 初装荷燃料入荷開始

２月18日 格納容器漏洩率試験終了

４月６日 中性子源入荷

原子炉格納施設、原子炉補助建屋、タービン建屋竣工

４月21日 燃料装荷終了

５月28日 初臨界
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　（続　き）

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

平成５年６月15日 初併列

６月18日 30％負荷到達（354ＭＷ）

７月21日 50％負荷到達（590ＭＷ）

９月24日 タービン軸振動のため原子炉手動停止

10月13日 再併列

10月15日 75％負荷到達（885ＭＷ）

11月26日 100％負荷達成（1,180ＭＷ）

６年３月18日 使用前検査合格書受理、運転営業開始
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（４）　４　号　機

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

昭和53年12月25日 九州電力㈱、県及び玄海町に３、４号機増設計画について申し入れ

57年７月16日 通産省、第１次公開ヒアリングの開催

８月14日 増設計画申し入れに対して県了解

９月21日 第89回電源開発調整審議会において電源開発基本計画に組み入れられる旨の決定

10月19日 九州電力㈱、原子炉設置変更許可申請

58年11月30日 通産省、原子力委員会及び原子力安全委員会への諮問

59年６月18日 原子力安全委員会、第２次公開ヒアリング開催

６月20日 ３、４号機建設に係る建設協定を締結

６月22日 九州電力㈱、準備工事着工

10月４日 原子力安全委員会、通産省へ答申

10月５日 原子力委員会、通産省へ答申

10月12日 通産大臣が原子炉設置変更について許可

10月19日 通産大臣が電気工作物変更について許可

10月25日 九州電力㈱、工事計画認可申請

60年３月８日 通産大臣が第１回工事計画について認可

８月20日 九州電力㈱、建設工事着工

平成４年７月15日 基礎コンクリート工事開始

５年６月４日 原子炉格納容器建方開始

７月５日 タービン建屋鉄骨建方開始

６年12月14日 復水器据付開始

７年４月14日 原子炉格納容器水切

４月20日 原子炉格納容器据付開始

５月31日 タービン発電機据付開始

６月12日 220 kＶ受電

６月13日 １次系配管フラッシング開始

９月２日 蒸気発生器据付終了

10月７日 主変圧器据付終了

８年４月23日 温態機能試験開始

６月14日 初装荷燃料入荷開始

７月４日 格納容器漏洩率試験終了

８月20日 原子炉格納施設、原子炉補助建屋、タービン建屋竣工

８月28日 中性子源入荷

９月11日 燃料装荷終了

10月23日 初臨界
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　（続　き）

年　月　日 経　　　　　　　　　　　　　　過

平成８年11月12日 初併列

11月15日 30％負荷到達（354ＭＷ）

９年１月13日 50％負荷到達（590ＭＷ）

４月10日 75％負荷到達（885ＭＷ）

５月17日 100％負荷達成（1,180ＭＷ）

７月25日 使用前検査合格書受理、運転営業開始
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２　運転状況の経過　

（１） 設備利用率等の経過

Ｓ50

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

（続　き）

Ｓ60 Ｈ1

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

    ２　* 欄は、当該発電所の運転初年度に当たり、運転開始以降の暦時間数に基づき計算している。

  （注）

全

国

認可出力×稼働時間数
 ×100（％）

認可出力×暦時間数

 ×100（％）
発電電力量

認可出力×暦時間数

    １　   時間稼働率  ＝

　         設備利用率  ＝

年　　度

１
号
機

３
号
機

２
号
機

４
号
機

全

国

年　　度

１
号
機

２
号
機

３
号
機

４
号
機
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（続　き）

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

（続　き）

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

    ２　* 欄は、当該発電所の運転初年度に当たり、運転開始以降の暦時間数に基づき計算している。

全

国

年　　度

年　　度

１
号
機

２
号
機

３
号
機

　         設備利用率  ＝
発電電力量

 ×100（％）
認可出力×暦時間数

    １　   時間稼働率  ＝
認可出力×暦時間数

認可出力×稼働時間数
 ×100（％）

  （注）

全

国

４
号
機

１
号
機

２
号
機

３
号
機

４
号
機
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（続　き）

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

時間稼働率

設備利用率

    ３　－欄は、当該発電所の運転終了のため、「－」としている。

年　　度

１
号
機

２
号
機

３
号
機

４
号
機

全

国

  （注）

    １　   時間稼働率  ＝
認可出力×稼働時間数

    ２　** 欄は、当該発電所の運転終了年度に当たり、運転終了日までの暦時間数に基づき計算して
　　　　いる。

 ×100（％）
認可出力×暦時間数

　         設備利用率  ＝
発電電力量

 ×100（％）
認可出力×暦時間数
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（２）定期検査の実績

   ①－１　１号機［運転期間中］

定 検 開 始 月 日 運 転 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日
（運転停止） （送電開始） （通常運転復帰）

第　１　回  86日

第　２　回  87日

第　３　回 168日

第　４　回  84日

第　５　回 145日

第　６　回 112日

第　７　回 114日

第　８　回 111日

第　９　回 149日

第　10　回 152日

第　11　回 186日

第　12　回 189日

第　13　回 155日

第　14　回 139日

第　15　回 162日

第　16　回  79日

第　17　回  74日

第　18　回  72日

第　19　回  92日

第　20　回 166日

第　21　回  68日

第　22　回  85日

第　23　回 109日

第　24　回  79日

第　25　回  89日

第　26　回  75日

第　27　回  75日

第　28　回 ※1 － ※2 H29. 4.19    ※1 －

※2 平成29年4月19日、廃止措置計画認可に伴い、同日、定期検査終了。

回 停 止 期 間

※1 平成27年4月27日に運転終了。
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   ①－２　１号機［施設定期検査（廃止措置段階）］

回 定 検 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日

第　１　回

第　２　回

第　３　回

   ②　２号機

定 検 開 始 月 日 運 転 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日
（運転停止） （送電開始） （通常運転復帰）

第　１　回  77日

第　２　回  72日

第　３　回  60日

第　４　回  56日

第　５　回  56日

第　６　回  90日

第　７　回 106日

第　８　回  68日

第　９　回  90日

第　10　回  70日

第　11　回 115日

第　12　回  76日

第　13　回  93日

第　14　回  97日

第　15　回  92日

第　16　回 189日

第　17　回  70日

第　18　回  71日

第　19　回  70日

第　20　回 157日

第　21　回 110日

第　22　回  90日

第　23　回 ※3 － ※4  R2. 3.18    ※3 －

定 検 期 間

115日

116日

回 停 止 期 間

※3 平成31年4月9日に運転終了。

 57日

※4 令和2年3月18日、廃止措置計画認可に伴い、同日、定期検査終了。
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   ③　３号機

定 検 開 始 月 日 運 転 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日
（運転停止） （送電開始） （通常運転復帰）

第　１　回 100日

第　２　回  89日

第　３　回  58日

第　４　回  79日

第　５　回  66日

第　６　回  61日

第　７　回  64日

第　８　回  72日

第　９　回  52日

第　10　回  90日

第　11　回  66日

第　12　回   72日

第　13　回   2,662日

第　14　回   71日

   ④　４号機

定 検 開 始 月 日 運 転 開 始 月 日 定 検 終 了 月 日
（運転停止） （送電開始） （通常運転復帰）

第　１　回 83日

第　２　回 73日

第　３　回 66日

第　４　回 63日

第　５　回 64日

第　６　回 53日

第　７　回 72日

第　８　回 78日

第　９　回 60日

第　10　回 59日

第　11　回 2,369日

第　12　回 70日

回 停 止 期 間

回 停 止 期 間
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３　これまでの事故・故障
　　（安全協定第６条に該当するもの）

発生年月日 原子炉 状 況

１号機 蒸気発生器内に残置された鋼製巻尺により損傷。調査のため原子炉停止。

１号機 化学体積制御系ベント弁誤操作のため微量の放射能放出。

１号機 定期検査中、制御棒クラスタ案内管たわみピンの損傷発見。

１号機 微少な異物混入による加圧器逃がし弁のシート漏れのため原子炉停止。

２号機
試運転中、２次側給水制御弁の弁開度調整装置の不調のため原子炉停止（自動停
止）。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管233本の損傷を発見。

２号機 定期検査中の発電再開後、所内変圧器保護継電器動作のため自動停止。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管176本の損傷を発見。

１号機 雷撃により自動停止し、点検中に加圧器逃がし弁のシート漏れ発見。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管120本の損傷を発見。

１号機 定格出力運転中、所内電源母線短路のため自動停止。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管228本の損傷を発見。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管466本の損傷を発見。

 S61.10.10～11 １号機 定期点検中、余熱除去ポンプ主軸の折損を発見。

２号機 定期検査中、燃料集合体リーフスプリング止め金具の脱落を発見。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管447本の損傷を発見。

１号機 定格出力運転中、余熱除去系配管破損による１次冷却水漏洩により原子炉停止。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管410本の損傷を発見。

２号機
定期検査中、非常用ディーゼル発電機の試運転を実施したところ、過電流リレーが動
作し、当該発電機が自動停止（固定子巻線の一部の焼損）。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管294本の損傷を発見。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管163本の損傷を発見。

１号機 定期検査中、蒸気発生器細管75本の損傷を発見。

３号機 試運転中、低圧タービンの軸振動上昇のため、原子炉手動停止。

１号機 定格出力運転中、復水器細管損傷のため出力低下（50％）。

２号機 定期検査中、蒸気発生器細管39本の損傷を発見。

２号機 定期検査中、蒸気発生器細管68本の損傷を発見。

１号機 定格出力運転中、１次冷却材ポンプ封水戻り流量漸増のため原子炉手動停止。

１号機 定格出力運転中、復水器細管損傷のため出力低下（50％）。

２号機 定期検査中、蒸気発生器細管79本の損傷を発見。

４号機 定格熱出力運転中、発電機冷却用水素ガス補給量増加のため原子炉手動停止。

４号機 調整運転中、加圧器逃がし弁からの漏えいにより原子炉手動停止。

２号機 定期検査中、余剰抽出配管にひび割れを発見。

４号機 発電機自動停止に伴う原子炉自動停止。
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　　（続き）

発生年月日 原子炉 状 況

４号機 復水器の真空度の異常低下に伴う原子炉の自動停止。

３号機 定期検査中、C充てんポンプ主軸を折損。

－ 雑固体溶融処理建屋における照明用ケーブル焼損。

－ ３、４号機補助建屋内第１放射化学室における火災の発生。

－ 発電所構内における建設機械の火災の発生。

－ 玄海原子力発電所内の玄海変電所における火災の発生。
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４　放射性廃棄物の放出及び発生実績

（１） 放射性廃棄物の放出実績

全　希　ガ　ス※ 全核種（ Hを除く）

1.9×10 ＮＤ 7.0×10 4.4×10

1.7×10 ＮＤ ＮＤ 9.6×10

2.6×10 ＮＤ ＮＤ 1.1×10

1.2×10 ＮＤ ＮＤ 1.1×10

1.0×10 ＮＤ ＮＤ 6.7×10

1.4×10 ＮＤ ＮＤ 2.1×10

2.4×10 2.3×10 ＮＤ 1.6×10

1.8×10 ＮＤ ＮＤ 2.0×10

2.5×10 5.6×10 ＮＤ 1.9×10

9.3×10 ＮＤ ＮＤ 2.3×10

1.3×10 ＮＤ ＮＤ 2.1×10

1.4×10        * 8.5×10 ＮＤ 1.3×10

1.0×10 ＮＤ ＮＤ 2.9×10

1.1×10 ＮＤ ＮＤ 1.7×10

6.9×10 ＮＤ ＮＤ 2.6×10

6.5×10 ＮＤ ＮＤ 3.4×10

5.2×10 ＮＤ ＮＤ 2.6×10

3.7×10 ＮＤ ＮＤ 2.4×10

2.3×10 ＮＤ ＮＤ 3.6×10

1.7×10 ＮＤ ＮＤ 5.0×10

5.8×10
（3.6×10 ）
4.6×10

（8.5×10 ）
6.1×10

（1.4×10 ）
（　）内は、２次系からのトリチウム放出量で内数。ただし、平成７年度は第４四半期のみ。

※ 平成26年度までの全希ガスの放出量には天然核種等を含む。

年　度
気　体　廃　棄　物 液　体　廃　棄　物

1.3×10 ＮＤ ＮＤ

＊ 旧ソ連原子力発電所事故の影響と推定される。

ＮＤ

6.6×10 ＮＤ ＮＤ

8.5×10 ＮＤ

（単位：Bq）
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全　希　ガ　ス※ 全核種（ Hを除く）

9.5×10
（1.3×10 ）
7.7×10

（1.3×10 ）
7.7×10

（1.3×10 ）
6.0×10

（5.4×10 ）
9.1×10

（5.0×10 ）
9.5×10

（5.5×10 ）
7.3×10

（1.8×10 ）
7.4×10

（1.3×10 ）
9.9×10

（1.6×10 ）
8.6×10

（ＮＤ）

6.9×10
（ＮＤ）

8.1×10
（ＮＤ）

1.0×10
（ＮＤ）

5.6×10
（ＮＤ）

2.0×10
（　-　）

8.6×10
（　-　）

4.1×10
（　-　）

1.9×10
（　-　）

2.5×10
（　-　）

5.2×10
（　-　）

2.8×10
（ＮＤ）

5.0×10
（ＮＤ）

放出管理
目標値等

(**）
1.6×10 4.4×10 1.1×10 1.8×10

※ 平成26年度までの全希ガスの放出量には天然核種等を含む。

** 令和2年3月末時点。

ＮＤ3.1×10 3.9×10

年　度
気　体　廃　棄　物 液　体　廃　棄　物

8.8×10 ＮＤ ＮＤ

1.2×10 ＮＤ ＮＤ

2.9×10 ＮＤ ＮＤ

1.1×10 ＮＤ ＮＤ

2.5×10

9.9×10 ＮＤ ＮＤ

1.6×10 ＮＤ ＮＤ

8.1×10 3.9×10 ＮＤ

4.6×10 ＮＤ ＮＤ

2.6×10 ＮＤ ＮＤ

（　）内は、２次系からのトリチウム放出量で内数。なお、平成24年度～平成29年度は全プラント
停止中のため、二次系からのトリチウム放出なし。

ＮＤ ＮＤ

7.6×10 ＮＤ ＮＤ

ＮＤ ＮＤ ＮＤ

ＮＤ ＮＤ ＮＤ

ＮＤ

1.8×10

ＮＤ

3.0×10 ＮＤ ＮＤ

ＮＤ

ＮＤ ＮＤ ＮＤ

1.3×10 ＮＤ ＮＤ

ＮＤ ＮＤ

8.4×10 ＮＤ

2.6×10 3.2×10 ＮＤ

4.5×10

5.1×10 4.6×10 ＮＤ
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（２） 放射性固体廃棄物の発生実績

 （600）

 （960）

 （960）

 （960）

 （960）

 （840）

 （320）

 （336）

 （600）

 （320）

発生量（本）
焼却等に伴う減少量（本）

（　）内は、搬出に伴う減少量で内数
年　度
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（続　き）

 （1,040）

 （1,848）

 （1,720）

合　　　　計

累積保管量（本）

貯 蔵 能 力 （本）

※ 200ℓドラム缶相当本数。

　38,418

約49,000 

発生量（本）年　度
焼却等に伴う減少量（本）

（　）内は、搬出に伴う減少量で内数
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５　従事者被ばく線量の経過

（１） 放射線業務従事者年間線量の経過

年度

項目

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

（続　　き）

年度

項目

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

最高
線量
(mSv）

放射線
業務従
事者数
（人）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

原子炉基数

原子炉基数

放射線
業務従
事者数
（人）

最高
線量
(mSv）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

 Ｓ49 

 Ｈ１ 
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（続　　き）

年度

項目

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

※4 ※4 ※4(1) ※4(1)

（続　　き）

年度

項目

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

※4(2)

※ 玄海1号機は平成27年4月27日、玄海2号機は平成31年4月9日に運転終了。

（　）内は廃止措置中の原子炉基数で内数。（玄海1号機は平成29年7月13日に廃止措置着手）

放射線
業務従
事者数
（人）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

最高
線量
(mSv）

原子炉基数

原子炉基数

放射線
業務従
事者数
（人）

総線量
（人・Sv）

最高
線量
(mSv）

平均
線量
(mSv）

 Ｒ１ 

 Ｈ16 
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（２）　定期検査期間中の被ばく実績の経過

   ①－１　１号機［運転期間中］

項目

自

至

（続　　き）

項目

自

至

放射線
業務従
事者数
（人）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

回数

計

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

総線量
（人・Sv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

最高
線量
(mSv）

定期検査期間

定期検査期間

九州電力
社 員

回数

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

放射線
業務従
事者数
（人）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

平均
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

最高
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）
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（続　　き）

項目

自

至

※ 平成29年4月19日、廃止措置計画認可に伴い、同日、定期検査終了。

①－２　１号機［施設定期検査（廃止措置段階）］

項目

自

至

※ 施設定期検査以外の作業に係る線量を含む。

※28

定期検査期間（日数）

関 係 会 社
社 員

計

平均
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

回数

最高
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

九 州 電 力
社 員

総線量
（人・Sv）

放射線
業務従
事者数
（人）

定期検査期間

定期検査期間

放射線
業務従
事者数
（人）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

回数

最高
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

定期検査期間（日数）

総線量
（人・mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

平均
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計
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   ②　２号機

項目

自

至

（続　　き）

項目

自

至

計

最高
線量
(mSv）

総線量
（人・Sv）

九州電力
社 員

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

放射線
業務従
事者数
（人）

平均
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

関係会社
社 員

定期検査期間

回数

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

最高
線量
(mSv）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

計

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間

九州電力
社 員

回数

放射線
業務従
事者数
（人）

関係会社
社 員
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（続　　き）

項目

自

至

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

※ 令和2年3月18日、廃止措置計画認可に伴い、同日、定期検査終了。

最高
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

定期検査期間（日数）

関 係 会 社
社 員

計

九 州 電 力
社 員

平均
線量
(mSv）

九 州 電 力
社 員

関 係 会 社
社 員

計

回数

関 係 会 社
社 員

計

九 州 電 力
社 員

定期検査期間

総線量
（人・Sv）

放射線
業務従
事者数
（人）

※23
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   ③　３号機

項目

自

至

（続　　き）

項目

自

至

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

最高
線量
(mSv）

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

計

総線量
（人・Sv）

回数

最高
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

放射線
業務従
事者数
（人）

平均
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間

九州電力
社 員

回数

放射線
業務従
事者数
（人）

関係会社
社 員

定期検査期間

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計
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   ④　４号機

項目

自

至

（続　　き）

項目

自

至

計

最高
線量
(mSv）

総線量
（人・Sv）

九州電力
社 員

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

放射線
業務従
事者数
（人）

平均
線量
(mSv）

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

関係会社
社 員

定期検査期間

回数

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間（日数）

最高
線量
(mSv）

総線量
（人・Sv）

平均
線量
(mSv）

計

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

計

九州電力
社 員

関係会社
社 員

定期検査期間

九州電力
社 員

回数

放射線
業務従
事者数
（人）

関係会社
社 員
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６　燃料輸送の実績等

（１）　新燃料（取替用燃料）の輸送実績
MNF：三菱原子燃料（株）　　NFI：原子燃料工業（株）

年度 回数 搬入年月日 燃料体数 搬入元 原子炉名（体数）

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（4体）、２号機（36体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ １号機（28体）、２号機（12体）

ＭＮＦ ２号機

ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（20体）、２号機（20体）

ＭＮＦ １号機（28体）、２号機（12体）

ＭＮＦ ２号機

ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ １号機

Ｓ49
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（続　き）

MNF：三菱原子燃料（株）　　NFI：原子燃料工業（株）

年度 回数 搬入年月日 燃料体数 搬入元 原子炉名（体数）

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ３号機

ＭＮＦ ３号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（52体）、３号機（64体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（36体）、２号機（28体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ３号機

ＭＮＦ ４号機

ＭＮＦ ４号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（48体）、３号機（68体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（84体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（84体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ ４号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（24体）、３号機（80体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（36体）、４号機（76体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（32体）、３号機（64体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（28体）、４号機（72体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（72体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（72体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（72体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（76体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（44体）、３号機（76体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、２号機（40体）、４号機（80体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ３号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、３号機（76体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（40体）、４号機（72体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ 1号機（34体）、３号機（76体）、４号機（76体）

Ｈ1

６　燃料輸送の実績等

（１）　新燃料（取替用燃料）の輸送実績
MNF：三菱原子燃料（株）　　NFI：原子燃料工業（株）

年度 回数 搬入年月日 燃料体数 搬入元 原子炉名（体数）

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ １号機

ＭＮＦ １号機

ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（4体）、２号機（36体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ １号機（28体）、２号機（12体）

ＭＮＦ ２号機

ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（20体）、２号機（20体）

ＭＮＦ １号機（28体）、２号機（12体）

ＭＮＦ ２号機

ＮＦＩ １号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ １号機

Ｓ49
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（続　き）

MNF：三菱原子燃料（株）　　NFI：原子燃料工業（株）

年度 回数 搬入年月日 燃料体数 搬入元 原子炉名（体数）

メロックス社 ３号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（36体）、４号機（68体）

メロックス社 ３号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（32体）、３号機（64体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（28体）、４号機（20体）

ＮＦＩ ３号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（32体）、４号機（56体）

ＭＮＦ ３号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（66体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（66体）

ＭＮＦ ４号機

ＮＦＩ ３号機

ＭＮＦ ３号機（34体）、４号機（36体）

ＮＦＩ ４号機

計
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　（２）　使用済燃料の輸送実績

JAERI：日本原子力研究所
COGEMA：仏国核燃料会社

年度 回数 搬出年月日 燃料体数 搬出先 原子炉名（体数）

Ｓ54 １号機

１号機

１号機

１号機

１号機

１号機

１号機

１号機

１号機

１号機

１号機

２号機

１号機

１号機

２号機

１号機

１号機

１号機

２号機

１号機

２号機

２号機

２号機

２号機

１号機

１号機

２号機

１号機

１号機

１号機

２号機

１号機

１号機

２号機

１号機

１号機

２号機

PNC：動力炉・核燃料開発事業団
BNFL：英国核燃料会社

Ｈ1

（続　き）

MNF：三菱原子燃料（株）　　NFI：原子燃料工業（株）

年度 回数 搬入年月日 燃料体数 搬入元 原子炉名（体数）

メロックス社 ３号機

ＭＮＦ ２号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（36体）、４号機（68体）

メロックス社 ３号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（32体）、３号機（64体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（28体）、４号機（20体）

ＮＦＩ ３号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（32体）、４号機（56体）

ＭＮＦ ３号機

ＭＮＦ、ＮＦＩ １号機（32体）、４号機（66体）

ＭＮＦ、ＮＦＩ ２号機（36体）、３号機（66体）

ＭＮＦ ４号機

ＮＦＩ ３号機

ＭＮＦ ３号機（34体）、４号機（36体）

ＮＦＩ ４号機

計
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（続　き）

JNFL：日本原燃（株）

年度 回数 搬出年月日 燃料体数 搬出先 原子炉名（体数）

３号機

２号機

２号機

１号機

３号機

３号機

３号機

２号機

１号機

２号機（56体）、３号機（56体）

１号機

１号機

２号機（56体）、３号機（56体）

３号機

１号機

１号機

合計
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　（３）　燃料保管状況

（単位：体）

炉内挿入用
（取替用燃料）

装荷量
払出用
（※）

計

　432

  （112）   （112）

  （168）   （168）

  （280）   （280）

令和２年３月末時点の燃料の保管状況

 ※ １号機は、運転終了に伴い、全ての炉内挿入用燃料（新燃料80体を含む）を払出用燃料に計上。
※ ２号機は、運転終了に伴い、全ての炉内挿入用燃料（新燃料112体を含む）を払出用燃料に計上。

（　）内は４号使用済燃料ピットに保管している量で内数。

計

－

－

１号機

２号機

３号機

４号機

－

－
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